
令和 ６年 １２月 ２５日 

                          東北道路啓開等協議会 
 
 

「東北道路啓開計画【初版】」 の策定について 
 

東北地方において、今後発生が想定される大規模自然災害に対し、関係機関

が連携した迅速かつ円滑な道路啓開を実施するため、このたび「東北道路啓開

計画【初版】」を策定しました。 
 

■東北道路啓開計画【初版】のポイント 

〇対象とする大規模自然災害…「①地震災害、津波災害」「②雪害」 

・「①地震災害、津波災害」は、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震に関する被災想定を 

踏まえつつ、今後発生が想定される各県の最大クラスの被災想定を対象 

   ・「②雪害」は、人命を最優先に、幹線道路上で大規模な車両滞留を徹底的に回避 

〇道路啓開の対象路線…「高規格道路、一般広域道路をフル活用」 

   ・「東北地方新広域道路交通計画（R3.7）」を踏まえ、東北地方で整備が進む高規格道路 

及び一般広域道路をフル活用 

・防災拠点のアクセス優先度（４分類）と、啓開路線のタイムライン（72 時間以内、4Step） 

を設定   【くしの歯作戦 ： 縦軸 → 横軸 15 路線 → 太平洋沿岸 [７日間の啓開]】 

⇒ 【本計画 ： 105 路線（約 6 千 km）の啓開計画、重要防災拠点へ３日間で到達】 

〇関連する各種計画等を反映・・・「能登半島地震等を踏まえた最新の内容」 

   ・「防災基本計画」、「国土交通省防災業務計画」、「令和６年能登半島地震を踏まえた緊 

急提言」など、建設業者等との連携や代替手段も備えた体制強化を反映 

   ・今後、対象災害の拡大や連携体制の更新・強化など、啓開計画の深化を図る予定 
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＜主な問合せ先＞ 

○「東北道路啓開計画の全般」及び「東北全体版」について 

東北地方整備局 道路部 道路情報管理官 遠藤 

道 路 管 理 課 長  宇部    022-225-2171 

  ○「各県版」及び「各県管理道路等」について 

 

記者発表資料 

１２月２５日（水）１４時解禁 



【青森県】
・太平洋側海溝型地震は、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル
について地域毎の被害の最大値を採用しており、マグニチュードは9.0～
9.3、最大津波高さは26.1ｍ（八戸市）と想定。
・日本海側海溝型地震は、日本海中部地震を踏まえて震源モデルを設
定しており、マグニチュードは7.9、最大津波高さは22.6m（中泊町）
と想定。
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■山形県
・最大クラスの津波が発生すると想定されるF28断層、F30断層、F34
断層について地域毎の被害の最大値を採用しており、マグニチュードは
7.8、最高津波水位は16.3ｍ（鶴岡市五十川、暮坪）と想定。
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【岩手県】
・過去に発生した大規模地震災害と、日本海溝・千島海溝沿いの巨大
地震モデルについてシミュレーションを実施し、地域毎の被害の最大値を
採用しており、マグニチュードは9.0、最大津波高さは25ｍ（大船渡市
綾里湾）と想定。
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【宮城県】
・地震・津波被害想定は、①東北地方太平洋沖地震、②宮城県沖地
震（連動型）、③スラブ内地震、④長町利府線断層帯地震を想定
して被害想定を実施しており、最大マグニチュードは9.0と想定。
・津波浸水想定は、東日本大震災、千島海溝（十勝・根室沖）モデル
、日本海溝（三陸・日高沖）モデルについて地域毎の最大被害を採
用しており、最大津波高は22.2ｍ（気仙沼市本吉）と想定。

■福島県
・地震・津波被害想定は、①会津盆地東縁断層帯の地震、②福島盆地
西縁断層帯の地震、③想定東北地方太平洋沖地震、④各市町村直
下の地震（仮想）を想定しており、最大マグニチュードは9.0と想定。津
波による被害が発生するのは③ のみで津波浸水想定は、地域毎の被害
の最大値を採用しており、マグニチュードは9.3、最大水位は22.4ｍ（相
馬市）と想定。

【秋田県】
・県内の断層帯を踏まえて27パターンでの被害想定を実施。
・津波災害については、秋田県独自の海域震源モデルを設定し、津波浸
水想定を実施しており、最大マグニチュードは8.5、最大津波高は14.1
ｍ（八峰町）と想定。
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3-1地震災害・津波災害

3.東北全体の啓開路線の計画
本計画は、東日本大震災や能登半島地震での教訓を踏まえて、東北地方における大規模災害発生時に実施する道
路啓開について、関係機関との連携・協力により、強力かつ着実に推進していくことを目的とし、道路管理者・
関係機関からなる「東北道路啓開等協議会」を経て策定するものである。
本計画で対象とする大規模自然災害は「地震災害」、「津波災害」、「雪害」とする。
計画策定にあたっては、各県地域防災計画のほか、令和6年能登半島地震を踏まえた緊急提言（R6.6）、防災基本
計画（R6.6）、国土交通省防災業務計画（R6.6）、東北地方新広域道路交通計画（R3.7）、日本海溝・千島海溝
周辺海溝型地震における具体的な応急対策活動に関する計画（R5.5）等を参考とする。

1.道路啓開計画策定の目的

2.各県の被害想定（地震災害、津波災害）

太平洋側海溝型地震
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日本海側海溝型地震

▼震度分布

▼震度分布

日本海溝(三陸・日高沖)モデル 東北地方太平洋沖地震 北上低地西縁断層帯北部地震

▼震度分布

東北地方太平洋沖地震 スラブ内地震 長町-利府線断層帯地震

▼震度分布

海域A 海域A+B+C 横手盆地真昼山地連動

庄内平野東縁断層帯 山形盆地西縁断層帯 F30断層

▼震度分布

▼震度分布

福島盆地西縁断層帯を
震源とする地震

会津盆地東縁断層帯を
震源とする地震

想定東北地方太平洋沖地震

6弱
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発災後の初動72時間までに優先すべき道路啓開区間を設定し、効率的かつ実効性の高い計画とする。
防災拠点にアクセス優先度（4分類）を設定し、道路啓開のタイムライン（72時間以内、4Step)を設定する。
陸路のみならず、空路・海路を活用したアクセスルートを確保する。
速やかに通行を確保できない橋梁を有する路線については、被災状況の確認と合わせて迂回路の設定や仮橋架設等
の対応を検討し、啓開路線を決定する。

3-1-1 防災拠点のアクセス優先度の設定
•被災情報が集まり道路啓開の指揮・命令を行
う拠点を「最重要防災拠点」と位置づけ「ア
クセス優先度1」とし、広域的な災害応急対策
のために人員・資機材が集結する拠点もしく
は人命確保の観点から優先的に緊急車両の通
行を確保する必要のある拠点を「重要防災拠
点」と位置づけ「アクセス優先度2」とする。
また、72時間以内に啓開予定の路線沿線の防
災拠点を「アクセス優先度3」とし、その他の
防災拠点を「アクセス優先度4」とする。

▼防災拠点へのアクセス優先度

3-1-2 啓開路線の設定
•啓開路線は「東北地方新広域道路交通計画」
を踏まえて設定し、全ての高規格道路、一般
広域道路を対象とする。

•啓開路線のタイムラインは、迅速かつ最速で
高ランクの防災拠点（アクセス優先度1～3）
にアクセスすることを優先して設定した。
⇒【105路線（約6千km）を啓開

東北においては近い将来発生の切迫性が指摘されている日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震や、日本海側におい
ても能登半島地震が発生するとともに、活断層が多く確認されていることから、大規模な地震が発生する可能性
が高い地域となっている。
このため、各県においては発生すれば大きな被害が想定される最大クラスの地震津波の被害想定を公表している。

3-1-3 拠点接続ルートの設定
•啓開路線から各防災拠点に至るラストワンマイルの路線を拠点接続ルートとして位置づける。
•タイムラインの考え方は啓開路線と同様であり、アクセスする防災拠点の優先度によって段階的に啓開を行う。

3-1-4 空路・海路を活用したアクセスルートの確保
•能登半島地震の教訓を踏まえ、陸・海・空の総合的なネットワークを確保し円滑な道路啓開を実現する必要があ
るため、自衛隊等の関係機関と密に連携をしながら、アクセスルートを確保する。

•【空路の活用】自衛隊等が保有する航空機等が離着陸可能な空港を防災拠点に設定する。
•【海路の活用】自衛隊等が保有する艦艇等が入出港可能な重要港湾等、規模の大きな港湾のみを設定する。
※いずれも発災後の空港・港湾の被災状況を踏まえて設定

※これに加えて、各市町村直下の地震として市役所や役場の直下

に仮想の地震を設定している。（震度階級図は省略）

▼防災拠点の設定数

▼道路啓開のタイムライン（イメージ）3-1-5 道路啓開のタイムライン
▼基本的な道路啓開のタイムライン

アクセス優先度 箇所数
1 （48h以内啓開） 332
2 （72h以内啓開） 115
3 （72h以内啓開） 155
4 （72h以降啓開） 712

計 1,314
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Step2（発災後24時間以内）
「最重要防災拠点(アクセス優先度１)」への到達を目指しつつ、
優先すべき「啓開路線」の啓開を完了

Step3（発災後48時間以内）
「重要防災拠点(アクセス優先度２・３)」への到達を目指しつつ、
全ての「最重要防災拠点(アクセス優先度１)」への啓開を完了

Step4（発災後72時間以内）
全ての「重要防災拠点(アクセス優先度２・３)」への啓開を完了

3-2 雪害

雪害については、令和３年３月３１日に改定された「大雪時の道路交通確保対策中間とりまとめ」を最大限尊重の
うえ、「人命を最優先に、幹線道路上で大規模な車両滞留を徹底的に回避すること」を基本的な考え方とし、関係
機関と連携ながらし社会経済活動への影響を最小化するため「集中除雪による早期開放」に努める。
各県ごとに定めている「大雪時に実施する事項（タイムライン）」及び「雪害時の乗員保護連携計画（案）」に基
づく体制確保、通行止め等を実行する。

4.被災状況の把握、情報共有
4-1 関係機関と情報連絡体制
•平常時から連絡体制を共有。
•発災時には、道路管理者と関
係機関の連携は、国（本省）
レベル・出先機関（ブロッ
ク・各県）レベル・現場（啓
開事務所単位）レベルのそれ
ぞれで被災状況や啓開路線に
関する情報共有等、必要な調
整を図る。

•上下水道、電力、通信などの
生活インフラ事業者との連携
体制の強化も図る

•本協議会では、各レベルにお
いて平日・休日・夜間・災害
時における連絡体制をあらか
じめ構築しており、これを毎
年確認・更新する。

Step3

Step3

Step3

Step4

Step4

Step4

step1

Step2

道路啓開連絡体制
（地震災害・津波災害）

3-1-5 道路啓開のタイムライン

道路啓開のタイムライン【東北全体版】

Step1（発災後12時間以内）
高規格道路は、被災が小規模で啓開が容易な区間は１２時
間以内の啓開完了を目指す。（被災が大規模で早期啓開が
困難な区間は、並行する代替路も含めて12時間以内の緊急
交通の確保を目指す。）

５.道路啓開
５ 道路啓開の実施
•道路管理者等は、自ら管理する道路について効果的な障害物の除去による道路啓開を行う。
•初期の道路啓開は、一刻も早く緊急車両の通行のために１車線分を通れるようにする。（幅員は概ね4m程度）。
• 4車線道路の場合は進行方向の追い越し車線側を、2車線道路の場合は道路中央部を1車線分啓開する。

•道路啓開は本計画に定めた路線を目標時間内に啓開することを基本とするが、被災状況や迂回路の状況を踏まえて、
柔軟に判断する。路線の追加や変更を行う場合は、各関係機関や災害対策本部に共有・報告する。

•本来の道路管理者以外の管理者が地方管理道路の啓開を実施する必要がある場合、本来の道路管理者から要請（口
頭による要請を含む）を受けて道路啓開を実施する。

•道路管理者等は、放置車両や立ち往生車両等が発生し、緊急通行車両の通行を確保するため緊急の必要があるとき
は運転者等に対し車両の移動等の命令を行う。運転者がいない場合等においては、自ら車両の移動等を行う。
※高電圧バッテリー等を搭載する車両等を取り扱う際は、あらかじめ協議会で共有している注意点を踏まえて対応する。

•大規模地震の場合には余震やそれに伴う津波の再来襲が懸念されるため、啓開作業の従事者が二次災害に巻き込ま
れることがないような防止措置を講じる。

６.継続的な備えと今後の課題
大規模災害時に確実に機能する道路ネットワーク整備を推進する。
「地域の守り手」である建設業が地域の基幹産業として持続的に発展できる環境整備を行う。
協議会を通じた継続的な協議により、道路啓開計画の深化を図る。
最新の技術を積極的に取り入れ各道路管理者がより迅速な被災状況の把握に努める。
道路管理者の他、自衛隊・警察・消防・企業等の関係機関が連携し、定期的な模擬訓練を実施することで、発災時
の実効性向上を図る。

4-２ 被災状況の把握
•道路管理者等は、発災後直ちに初動体制を立ち上げ、道路啓開の路線について、多様な移動手段の活用による現地調
査の実施、道路管理用カメラ等の活用により早急に被害状況を把握する。

•道路啓開作業についても、啓開ステップごとにその進捗状況を各道路管理者の災害対策支部、本部に報告する。
•「啓開路線連絡体系図」に基づき、報告された情報を遅滞なく集約・一元化し、常に最新の情報を共有する。
4-３ 道路利用者への周知
•協議会及び各道路管理者は、道路利用者等に対してもわかりやすい地図情報を活用しながら情報提供を行う。
•道路の被災状況や通行可否区間、道路啓開状況、啓開時の車両撤去など、道路情報板やＳＮＳ、ラジオ等を活用する
ほか、情報共有がスムーズにできるよう情報通信技術を活用した効果的な手法やその情報提供内容も検討する。

•また、協議会は、啓開ステップごとに、啓開路線及び啓開ルート等の情報を、広く公表する。

啓開路線

42路線・約2,500km
啓開路線

27路線・約2,500km

啓開路線

41路線・約 700km

啓開路線

12路線・約 200km

※啓開路線の「路線数」は、各Stepで一部重複。



■東北道路啓開等協議会名簿

所属 役職 備考

【道路管理者】

東北地方整備局 道路部長 会　長

東北地方整備局 道路部　道路情報管理官 副会長

東北地方整備局 総括防災調整官 副会長

青森県 県土整備部長

岩手県 県土整備部長

宮城県 土木部長

秋田県 建設部長

山形県 県土整備部長

福島県 土木部長

仙台市 建設局長

東日本高速道路(株)東北支社 管理事業部長

青森県道路公社 道路部長

宮城県道路公社 建設部長

福島県道路公社 事務局長

【関係機関】

警察庁　東北管区警察局 総務監察・広域調整部長

青森県警察 交通部長

岩手県警察 交通部長

宮城県警察 交通部長

秋田県警察 交通部長

山形県警察 交通部長

福島県警察 交通部長

防衛省　東北防衛局 企画部長

陸上自衛隊　東北方面総監部 防衛部長

青森県（救急・消防） 危機管理局長

岩手県（救急・消防） 復興防災部長

宮城県（救急・消防） 復興・危機管理部　理事兼危機管理監

秋田県（救急・消防） 総務部　危機管理監(兼)広報監

山形県（救急・消防） 防災くらし安心部長

福島県（救急・消防） 危機管理部長

（一社）東北建設業協会連合会 会長

（一社）青森県建設業協会 会長

（一社）岩手県建設業協会 会長

（一社）宮城県建設業協会 会長

（一社）秋田県建設業協会 会長

（一社）山形県建設業協会 会長

（一社）福島県建設業協会 会長

（一社）仙台建設業協会 会長

全国石油商業組合連合会　東北支部 支部長

日本水道協会　東北地方支部 支部長

東北電力ネットワーク（株） 総務部長

東日本電信電話（株）宮城事業部 設備部長

（一社）日本自動車連盟東北本部 ロードサービス部長

特定非営利活動法人　全日本レッカー協会 理事長

全日本高速道路レッカー事業協同組合　東北支部 理事長


